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（地域福祉の推進）
住民が抱える課題が複雑化・多様化する中、公的サービスのみならずボランティアや住民相
互の支え合いなど、多様な主体が連携した地域課題の解決に向けた仕組みづくりが進んでい
ない地域が残っている。

（福祉サービスの充実）
判断能力が不十分で日常生活に不安のある方を支援する日常生活支援事業の令和元年度
における新規契約者は105人で、利用者数も年々増加傾向にあり、制度の周知が図られつつ
ある。

（民生委員・児童委員活動の推進）
個人情報保護の意識の高まりや、複雑な課題を抱える住民への対応など、民生委員・児童
委員の活動が年々難しくなる中、民生委員・児童委員の「なり手不足」が課題となっている。

（社会福祉法人の地域貢献の推進）
既に地域貢献に取り組んでいる社会福祉法人がある一方で、小規模法人等においては単独
での取組が困難な状況にあるため、法人等への支援が課題となっている。

（前年度の評価後に見直した点）
コミュニティソーシャルワーカーの養成や、福祉教育の取組、ボランティア活動の促進を図るた
め、島根県社会福祉協議会を通じた研修事業を実施した。

（地域福祉の推進）
住民が抱える課題が複雑化・多様化する中、住民同士の支え合い活動の拡大を図るため、
優良な自治会区福祉活動を行っている団体を表彰するとともに、その活動を他地区に広めて
いく。

（福祉サービスの充実）
福祉サービスの利用支援が必要な方に対する相談支援の質の向上を図るとともに、重度の認
知症の方等へは成年後見制度への移行を進めていく。

（民生委員・児童委員活動の推進）
民生委員・児童委員として必要な知識や援助技術取得のための研修の充実を図るとともに、
民生委員・児童委員活動に対する広報活動を通じて、円滑な活動が行える環境づくりを進め
ていく。

（社会福祉法人の地域貢献の推進）
指導監査等での先進的な取組の紹介や、経営指導事業等による運営体制への支援を通じ、
小規模法人等によるネットワーク化を図るなど、自主的な地域貢献の取組を支援する。

幹事部局

令和２年度

施策評価シート

施策の現状
に対する評価

今後の取組
の方向性

施策の名称

施策の目的

健康福祉部

公的サービスとボランティアや地域の活動の連携や、住民相互の支え合いにより、住みなれた
場所で、安心して暮らせる社会を目指します。

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

525.0 557.0 589.0 621.0 653.0
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100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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40.0

累計値

単年度
値

単年度
値

累計値
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優良な自治会区福祉活動に対する表彰を受け
た団体数【当該年度３月時点】
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ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値

単位
番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

コミュニティソーシャルワーカーの養成数【当該
年度３月時点】

民生委員・児童委員定数の充足率【当該年度
４月～３月】

日常生活自立支援事業の利用者のうち、自立
による終了者等の割合【当該年度４月～３月】

施策の名称 Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

人

％

％

団体

計上
分類

施策の主なＫＰＩ



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 総合福祉センター維持管理運営事業 福祉活動をする人
福祉活動の場を確保し、福祉社会の向上・実現を
図る

174,840 182,002 健康福祉総務課

2 地域福祉セーフティネット推進事業
具体的な支援を必要とする地域住
民（県民）

個別の支援を必要とする人が、その状況に応じた福
祉サービスを受けることができる仕組みをつくり、安心
して生活ができるようにする。

12,810 17,542 地域福祉課

3 民生委員活動推進事業
相談支援を必要とする地域住民（県
民）

民生委員・児童委員に生活上困っていることを何で
も相談でき、支援が受けられるようにする。

124,774 124,146 地域福祉課

4 社会福祉施設等の整備促進事業

独立行政法人福祉医療機構から資
金の融資を受けようとする社会福祉
法人又は医療法人並びに融資を受
けた資金の償還が必要な社会福祉
法人又は医療法人

社会福祉法人又は医療法人による社会福祉施設
等の整備促進

197,678 149,736 地域福祉課

5 福祉サービス改善支援事業 社会福祉法人及び社会福祉施設
施設運営の指導や福祉サービスに関する評価を通
じて、福祉サービスの質をより高めるとともに施設の
適切な運営ができるようにする。

18,767 19,126 地域福祉課

6 福祉サービス利用支援事業 福祉サービスの利用者
判断能力が十分でない人が手続き代行サービスを
受け、また、福祉サービスに関する苦情を解決する
ことにより、利用者が安心して生活できるようにする。

94,625 92,259 地域福祉課

7 社会福祉法人指導事業 社会福祉法人及び社会福祉施設等 適正な運営の確保 8,792 10,104 地域福祉課

8 しまね流福祉のまちづくり推進事業
地域において支え合いや見守りが必
要な住民

住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、行
政、住民組織、ＮＰＯ等が協働する地域の支え合い
の仕組みをつくる。

3,279 3,531 地域福祉課
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事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的

事務事業の一覧

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進施策の名称



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・令和元年度利用状況
　いきいきプラザ島根：延べ利用者数（貸出施設）131,617人（対前年▲18,599人減）、利用率52.8％（対前年度3.1％減）
　いわみーる　　　　　：延べ利用者数（貸出施設）  52,482人（対前年▲ 9,867人減）、利用率27.9％（対前年度3.0％減）
　　　　　　　　　　　　　※新型コロナウイルス等の影響もあり、延べ利用者数、利用率共に前年度を下回った。
・（福祉人材センター）職業紹介により就職した社会福祉事業従事者数：372人（対前年度比31％増）
・（母子・父子福祉センター）就業支援により結びついたひとり親世帯の割合：100％（対前年度33.3％増）
・（視聴覚障害者情報センター）点字図書及びライブラリ利用登録者数：1,347人（対前年度比2.4％減）

○いきいきプラザ島根
・摩耗していた点字ブロックの取替を行うなど、施設の利便性を高める整備を行った。
・利用者向上対策として、利用者アンケートの実施や新規利用者への礼状送付を行ったこと等により、新規リピート利用者もあっ
た。
〇いわみーる
・腐食の進んでいた外来駐車場の照明の取替や、経年劣化による動作不良のあったトイレジェットタオルの取替を行うなど、利用
者にとって使いやすい施設機能を維持するための整備を行った。
・利用者向上対策として、利用者アンケートの実施を行った。

○いきいきプラザ島根
・早期に予約された団体の直前キャンセルが多く、他の利用者の予約受付に支障を来している。
〇いわみーる
・福祉活動団体の利用は、継続的な利用団体が中心であるが、当該利用団体数が微減している。また、新規の福祉活動団体の
利用がほとんどない。

－

総合福祉センター貸出施設の利用件数【当該年度４
月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

7,319.0 7,361.0

福祉活動の場を確保し、福祉社会の向上・実現を図る

1

141,028

174,840

昨年度の実績額

単位

件
7,487.0

－達成率 －

6,703.0

上位の施策

－ － － － ％

累計値
7,403.0

令和元年度

7,445.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和２年度

総合福祉センター維持管理運営事業

今年度の当初予算額

148,896

182,002

健康福祉総務課

年 度
計上
分類

担 当 課

福祉活動をする人

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

福祉活動をする人に対して、福祉活動の場を提供する

地域づくり活動の支援を行っている「ふるさと島根定住財団のホームページ（島根いきいき広場　県民活動応援サイト）」におい
て、施設のPRを行った。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

○いきいきプラザ島根
・キャンセルが多い団体に対し、注意喚起などの適正に利用してもらうための取組みが十分でない。
〇いわみーる
・従来からの利用団体が構成員の高齢化や人数の減等により活動困難となる状況において、新規の利用団体等の獲得に向けたPR等が
十分でない。
○いきいきプラザ島根
・他の利用者の予約が可能となるよう、直前キャンセルが多い団体に対し適正利用を要請する。
〇いわみーる
・新規の福祉活動団体にも利用してもらえるよう、より積極的に施設のＰＲを行っていく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア．複雑化・多様化する課題に対応できる人材の養成が十分にできていない。
イ．福祉活動の重要性について地域住民への意識啓発活動が不足している。
イ．県民活動応援サイト「島根いきいき広場」の利便性が十分に周知できていない。

ア．島根県社会福祉協議会と協議しながら、地域共生社会の担い手として期待されるコミュニティソーシャルワーカーの養成や実
践力向上に向けた研修等の実施を支援する。
イ．住民参加や地域共生社会の基盤となる福祉教育の推進に向けて、市町村社協の福祉教育担当職員研修や福祉教育実践
の取り組みを行う団体の支援を行う。
イ．ボランティアを増やすため、県ボランティア活動振興センターと市町村ボランティアセンターの運営を支援するとともに、「島根
いきいき広場」のパンフレット等を活用して普及啓発を図る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和２年度

地域福祉セーフティネット推進事業

今年度の当初予算額

8,856

17,542

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

具体的な支援を必要とする地域住民（県民）

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・コミュニティソーシャルワーカー（コミュニティソーシャルワーク養成研修修了者）による地域福祉活動を推進するため、島根県社
会福祉協議会へコミュニティソーシャルワーカーの研修にかかる経費を補助する。
・地域におけるボランティア活動を促進するため、島根県社会福祉協議会に対し、県ボランティア活動振興センター及び市町村
ボランティアセンターの運営経費を補助するとともに、県民活動応援サイト等を活用したボランティアの情報発信等を行う。
・地域における福祉教育推進のため、島根県社会福祉協議会に対し「しまね流福祉の学び合い推進セミナー」の開催経費を補
助する。

・引き続き島根県社会福祉協議会へ補助をすることで、コミュニティソーシャルワーカーの実践力養成や、福祉教育の取り組み、
ボランティアセンターの運営事業へ支援を行った。
・県民活動応援サイト「島根いきいき広場」の運営会議に出席し、サイトの充実や改修について協議した。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

589.0

令和元年度

621.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

－ － － － ％

累計値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・コミュニティソーシャルワーク実践力強化研修会（県社協開催）の参加者　R元年度２７名（対前年15名の増）
・県民活動応援サイト「島根いきいき広場」の閲覧件数が増加。（R元閲覧実績：177,698件（対前年度27,500件の増））
・「福祉教育推進セミナー」を県社協が開催。（開催日：R元.8.2、場所：赤名農村環境改善センター、参加者：72名）
・ボランティアコーディネータースキルアップ研修をはじめ、様々な研修、委員会等を県社協で開催。
・市町村ボランティアセンター巡回指導を県社協が実施。（市町村社協への訪問回数17回）

・令和元年度のコミュニティソーシャルワーカー養成研修の修了認定者数は40名であり、前年度(32名）を上回った。
・コミュニティソーシャルワーカーがそれぞれの地域において個人が抱える地域生活課題を把握し、福祉サービスに結び付けるな
ど必要な支援や活動を行っている。

ア．コミュニティソーシャルワーカーは増えているが、複雑・多様化する課題により十分な対応ができないケースがある。
イ．福祉活動参加に対する地域住民の当事者意識が不足している。

－

コミュニティソーシャルワーカーの養成数【当該年度３
月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

525.0 557.0

個別の支援を必要とする人が、その状況に応じた福祉
サービスを受けることができる仕組みをつくり、安心して
生活ができるようにする。

1

6,405

12,810

昨年度の実績額

単位

人
653.0

－達成率 －

494.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア・イ．民生委員・児童委員としての活動の理解促進・普及啓発が不足している。

ア・イ．社会生活や価値観の多様化によって地域のつながりが薄くなるなかで、誰にも相談できずに不安や悩みを抱え込んでいる
住民が増えており、地域の身近な相談相手として民生委員・児童委員の役割はさらに重要となっているため、関係機関と連携し、
民生委員・児童委員の活動強化に向けた研修の充実と、住民に対して民生委員・児童委員活動の周知・理解が進むよう普及啓
発に取り組んでいく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

民生委員活動推進事業

今年度の当初予算額

121,747

124,146

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

相談支援を必要とする地域住民（県民）

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・民生委員・児童委員の活動を支え、そのレベルアップを図るため、活動費の支給及び研修機会の提供等を行う。
・民生委員・児童委員の活動に対する理解を進めるため、普及啓発等に取り組む。

県の広報枠等を活用した普及啓発を行う。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

100.0

令和元年度

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

－ － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

　活動件数（松江市除く）は、H28:234,364件、H29：244,667件、H30：244,486件、R元：232,297件で近年ほぼ横ばいで推移し
ているが、H22：264,635件と比較すると10年で13.3％減となった。
　訪問回数（松江市除く）は、H28：232,459回、H29：244,667回、H30：244,486回、R元：229,511回と近年ほぼ横ばいで推移
しているが、H22：219,202回と比較すると10年で2.8％増となった。
　活動日数（松江市除く）は、H28：223,241回、H29：227,983日、H30：222,791日、R元：219,840日と近年ほぼ横ばいで推移
しているが、H22：232,353日と比較すると10年で6.5％減となった。

民生委員・児童委員の活動件数は近年ほぼ横ばいではあるが、長期的には逓減傾向となっている。近年、住民の課題が複雑化
多様化する中、県・市町村・島根県民生児童委員協議会及び市町村民生児童委員協議会が連携して啓発活動を行うことで、
住民へ民生委員・児童委員の活動に対する理解が進みつつある。

ア．民生委員・児童委員活動の難しさや負担感から、担い手不足の状況にある。
イ．個人情報に関する意識の高まりから、住民の状況把握が困難となっている。

－

民生委員・児童委員定数の充足率【当該年度４月～
３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

100.0 100.0

民生委員・児童委員に生活上困っていることを何でも相
談でき、支援が受けられるようにする。

1

122,158

124,774

昨年度の実績額

単位

％
100.0

－達成率 －

98.4

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

特になし

○引き続き償還(補給)計画に基づき計画的な補給を行い、社会福祉法人・医療法人の負担軽減を図る。
○新規の福祉資金貸付申込みについても、必要な融資が受けられるよう引き続き適切な審査を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和２年度

社会福祉施設等の整備促進事業

今年度の当初予算額

149,736

149,736

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

独立行政法人福祉医療機構から資金の融資を受けよ
うとする社会福祉法人又は医療法人並びに融資を受け
た資金の償還が必要な社会福祉法人又は医療法人

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

○社会福祉法人及び医療法人が設置・経営する社会福祉施設等の整備に当たって、独立行政法人福祉医療機構からの融資
を受けた借入金の償還元金及び利子の全部又は一部を助成する。
※民間社会福祉施設全体を対象とする元利補給、利子補給制度は平成１９年度整備分をもって廃止し、平成２０年度以降は、
これまで債務負担を負った施設について、償還（補給）計画表に基づき補給を行っている。
○社会福祉法人又は医療法人が、社会福祉施設の整備に当たって、独立行政法人福祉医療機構から必要な福祉貸付資金の
融資が受けられるよう適切な審査を行う。

○元利補給、利子補給については、償還（補給）計画表に基づき補給を行っているため、特に見直すべきことはない状況である。
○審査については、融資にあたって適切な審査を実施している。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

55.0

令和元年度

48.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

－ － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○社会福祉施設等整備にかかる借入金に対する償還（補給）計画表に基づく計画的な助成
　Ｈ28年度実績　１２８件、Ｈ２９年度実績　１２３件、Ｈ３０年度実績　１１３件、Ｒ元年度実績　１００件
○福祉資金貸付審査（福祉医療機構への意見書提出）実績
　Ｈ28年度実績　３件、Ｈ２９年度実績　３件、Ｈ３０年度実績　２件、Ｒ元年度実績　２件

○償還(補給)計画に基づき計画的な補給を行い、社会福祉法人・医療法人の負担軽減を図っている。

特になし

－

社会福祉施設等の借入金に対する元利補給金交付
の対象施設数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

83.0 66.0

社会福祉法人又は医療法人による社会福祉施設等の
整備促進

1

197,678

197,678

昨年度の実績額

単位

件
34.0

－達成率 －

100.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア．会計の専門的知識と経験を兼ね備えた職員の確保は多くの社会福祉法人で困難であり、特に小規模な法人への支援が足り
ていない。
イ．第三者評価事業の受審は、社会的養護関係施設、保育所（努力義務）以外は任意であり、また受審にかかる費用負担が重
い。事業者側に第三者評価事業の目的･メリットについて理解を促すPRが足りていない。

ア．社会福祉法改正に伴う指導･支援については、特に小規模法人等に対して専門的知識･経験のある県社会福祉協議会の経
営指導事業や、法人を所管する県･市が情報交換を行うなど連携して行う。経営的な問題については、指導監査とは別のアプ
ローチで対応する。また、小規模法人のネットワーク化による協働事業も活用し、引き続き、法人の自主的な地域貢献の取組を支
援する。
イ．第三者評価事業は、引き続き福祉サービス第三者評価推進委員会での議論や国の動向を踏まえ、受審意欲を高める方策
を検討し、法人向け研修会や指導監査の場等で周知を図る。また受審済ステッカーも活用し高齢者･障がい福祉施設など任意
である施設も含め、制度周知と受審促進に務める。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和２年度

福祉サービス改善支援事業

今年度の当初予算額

13,126

19,126

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

社会福祉法人及び社会福祉施設

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

○島根県社会福祉協議会に補助し、経営指導事業を通じて、社会福祉法人・施設を対象にした経営・労務等に係る相談対応や
研修会の開催、小規模法人に対する経営診断、巡回訪問指導等を実施する。○福祉サービス第三者評価事業により、公正・中
立な第三者の評価機関が専門的・客観的立場から、福祉サービスの質について評価を行い、社会福祉施設の質の向上を図ると
ともに、福祉サービスの利用者が適切なサービスを選択できるよう評価結果の公表を行う。○小規模法人のネットワーク化による
協働推進事業により、小規模法人等による地域貢献の取り組みを支援する。

○今年度においても、島根県社会福祉協議会の経営指導員と、県・市の法人監査担当職員とが連携しながら、法人・施設等へ
の指導・支援に取り組む。○第三者評価事業については、引き続き、事業者の受審意欲を高めるよう、社会福祉法人向け研修
会や法人監査の場等で周知を図るとともに、受審済ステッカーの活用により、制度周知・受審促進に努める。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

650.0

令和元年度

650.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

－ － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○経営指導事業については、島根県社会福祉協議会に専任の経営指導員（通常２名、令和元年度のみ３名）、非常勤の経営
指導員（社会保険労務士、公認会計士）を配置し、相談対応や経営分析など経営改善等に向けた個別支援を行っている。その
ため、相談件数実績も令和元年度は６５３件と、例年より高い実績であった。（H30年度実績５７８件）
○福祉サービス第三者評価事業については、年1回推進委員会を開催し関係者から意見を聴取しながら、評価の受審促進策の
検討を行っている。（令和元年度受審実績　２５件、平成30年度受審実績　９件、平成18年度以降の累計　８５件）
○令和元年度の複数の小規模法人ネットワークによる協働事業は、4地域（益田、安来、江津、雲南）の取組みを支援した。

○社会福祉法人制度改革を踏まえ、法人の経営労務管理体制強化に向けた相談への対応等、適切な支援を行った。
○社会福祉法人指導監査等の説明会（感染症の影響により開催は見合わせ資料提供を行った）や、指導監査に際して、第三者
評価制度の周知を行うとともに、制度の周知と受審促進のため受審済みの事業所に受審済ステッカーを配布し表示を促す取組
みを行った。
○法人の自主的な地域貢献への取組が進むよう、小規模法人のネットワーク化による協働事業については公募方式による事業
実施とした。
○感染症発生は、経営指導の訪問相談や、第三者評価事業及び小規模法人ネットワーク事業の実施に影響を与えている。

ア．経営労務管理体制が十分でない小規模法人等が、平成２９年４月の社会福祉法人制度改革の施行に対応し、地域の福祉
サービスの充実を図ることは容易ではない。
イ．第三者評価事業の受審は、令和元年度は前年度の約3倍に伸びたが、特定法人の施設に限られ全般的には伸びていない。

－

経営相談の件数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

650.0 650.0

施設運営の指導や福祉サービスに関する評価を通じ
て、福祉サービスの質をより高めるとともに施設の適切
な運営ができるようにする。

1

13,002

18,767

昨年度の実績額

単位

件
650.0

－達成率 －

653.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○日常生活自立支援事業については、全市町村社会福祉協議会に専門員を配置し、県内全域でサービスを提供する体制が
整ったことで、実利用件数は増加傾向にあり、高齢者・障害者の権利擁護体制が強化されてきている。
○日常生活自立支援事業への問い合わせ・相談件数は増加傾向にある。
【問い合わせ・相談件数】Ｈ２７：２８，６２２件⇒Ｈ２８：２９，５５１件⇒Ｈ２９：３２，２１５件⇒Ｈ３０：３３，６０３件⇒R元：３７，８４０件
○運営適正化委員会における苦情相談受付件数は、年度によって増減があるものの、大きな変動はない。
H26：２１件　H27：２５件　H28：２７件　H29：１９件　H30：１９件　R元：１５件

○日常生活自立支援事業は、全市町村社会福祉協議会に専門員を配置して実施している。サービスの利用件数は７６０件（R
元）で例年同様であったが、問い合わせ件数は近年増加傾向であることからニーズは高いと思われる。
○運営適正化委員会では、利用者からの苦情に対して解決が行われた。

○市町村社会福祉協議会からは、日常生活自立支援事業の問い合わせ・相談に対応している専門員の人数が不足していると
言われている。

－

日常生活自立支援事業の利用者のうち、自立による
終了者等の割合【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

92.2 92.2

判断能力が十分でない人が手続き代行サービスを受
け、また、福祉サービスに関する苦情を解決することに
より、利用者が安心して生活できるようにする。

1

47,257

94,625

昨年度の実績額

単位

％
92.2

－達成率 －

92.0

上位の施策

－ － － － ％

単年度
値

92.2

令和元年度

92.2

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和２年度

福祉サービス利用支援事業

今年度の当初予算額

46,130

92,259

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

福祉サービスの利用者

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

○判断能力が十分でない利用者に対し適切な福祉サービスを提供できるよう島根県社会福祉協議会に対して補助を行う。（日
常生活自立支援事業）
○日常生活自立支援事業利用者のうち、特に判断能力が著しく低下している利用者等が円滑に成年後見制度へ移行していくた
め、成年後見制度の体制整備を推進する。
○福祉サービスに関する利用者等からの苦情について、相談、調査及びあっせんを行い、適切な解決ができるよう、運営適正化
委員会を設置する島根県社会福祉協議会に対し補助を行う。（福祉サービスに関する苦情解決事業）

市町村に対して成年後見制度推進のための体制整備を促すため、関係機関連絡協議会等を通じて意見交換や情報提供を
行った。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

○日常生活自立支援事業の実利用件数はほぼ横ばいであるが、問い合わせ・相談件数は増加傾向にあり、将来的に利用ニー
ズは増加していくと推測される。

○判断能力が十分でない人が地域で安心して生活できるよう、日常生活自立支援事業について島根県社会福祉協議会への補
助を継続する。
○利用者の権利擁護のため、引き続き運営適正化委員会において適切な苦情解決ができるよう、島根県社会福祉協議会への
補助を継続するとともに、一層の制度周知を図る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○平成30年度以降の社会福祉法の一部改正を受け、Ｈ２９年度末に改正した「社会福祉法人運営指針」の再見直しを行うととも
に、各種規程例や様式例等についても、必要な見直しを行っている。
○法人運営や会計処理については、島根県社会福祉協議会が実施している法人向けの研修や経営指導事業との連携に取り組
んでいる。
○県･市で、所轄庁連絡協議会、意見交換会及び検討会を開催し、資料･情報提供を行い、指導監査の認識を統一した。

令和元年度は、指導監査実施計画に基づき、社会福祉法人･施設に対して、次のとおり指導監査を実施した。
【法人】　実施数19カ所、うち文書非指摘数7カ所、文書非指摘率３６．８％　（前年度２１.１％）
【施設】　実施数２４８カ所（実地139カ所、書面109カ所）、うち文書非指摘数１７１カ所、文書非指摘率６９．０％（前年度
72.4％）
【合計】　実施数２６７カ所（実地158カ所、書面109カ所）、うち文書非指摘数１７８カ所、文書非指摘率６６．７％（前年度
68.4％）

ア．法人･施設において、重大な問題にまでは至らないものの、管理･運営面や会計処理面において改善を要する事例が依然とし
て多く認められる。（例年確認事項）
イ．指導監査に携わる専門性のある人材の確保が難しい。

－

指導監査における文書非指摘率【当該年度４月～３
月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

70.0 70.0

適正な運営の確保

1

8,616

8,792

昨年度の実績額

単位

％
70.0

－達成率 －

66.7

上位の施策

－ － － － ％

単年度
値

70.0

令和元年度

70.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和２年度

社会福祉法人指導事業

今年度の当初予算額

9,913

10,104

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

社会福祉法人及び社会福祉施設等

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

社会福祉法人の設立及び定款変更や基本財産の処分等に関する認可を行うとともに、Ｈ２９年度に全面施行された改正社会福
祉法に基づく法人･社会福祉施設等の適正な運営を確保するため、社会福祉法人等に対して指導監査を実施する。

引き続き、社会福祉法改正を踏まえた法人･社会福祉施設等の適正な運営を確保するため、社会福祉法人等に対して指導監
査を実施する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

ア．制度改正による関係法令や通知、定款及び諸規定、施設最低基準等への理解と遵守への意識啓発が未だ不十分である。
イ．指導監査に関する人材育成が不十分な面がある。

ア．引き続き、島根県社会福祉協議会が実施する法人向けの研修や経営指導事業と、県が行う指導監査の連携により、法人運
営や会計処理に対する効果的な指導・支援に努める。
ア．再見直しを行っている「運営指針」も活用し、経験の浅い職員でも適切な指導監査や支援が実施できるよう取り組む。また、
法人においてもこの指針を利用することにより、法人運営の事務負担の軽減が図られるようにする。
イ．県･市共同で設置・運営する所轄庁連絡協議会を活用し、情報共有と連携、研修機会の確保等により、県全体の指導監査の
均質化を図っていく。
イ．市に対する社会福祉法人指導監査の支援については、担当者を決め、適切な助言や支援を行う体制を確保していく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

様々な地域生活課題が存在する中、解決方法が判らない市町村も多く、地域生活課題の解決を目指す協議の場づくりや情報交
換等が必要。

地域生活課題解決に向けた取組を引き続き支援していく。
また、他の模範となるような優良な自治会区福祉活動を行っている団体を表彰し、その活動を他地区に広めていく。
島根県社会福祉協議会や市町村社会福祉協議会と連携し、引き続き現場のニーズや活動実態の把握に努める。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和２年度

しまね流福祉のまちづくり推進事業

今年度の当初予算額

2,218

3,531

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

地域において支え合いや見守りが必要な住民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

市町村社会福祉協議会を中心に地域生活課題の解決を目指す協議の場づくり等の推進に向けた協議・情報交換等を行う経費
を島根県社会福祉協議会に対し補助を行う。
自治会区福祉活動を行う団体のうち、特に優良な活動を行う団体を表彰する。

地域生活課題解決に向けた取り組みを引き続き支援した。
引き続き、他の模範となるような優良な自治会区福祉活動を行っている団体を表彰し、その活動を他地区に広めた。
島根県社会福祉協議会や市町村社会福祉協議会と連携し、引き続き現場のニーズや活動実態の把握に努めた。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

55.0

令和元年度

60.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(1)　地域福祉の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

－ － － － ％

累計値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

市町村社会福祉協議会を中心に、地域生活課題の解決を目指す協議の場づくり等の推進に向けた協議・情報交換等が開催さ
れた。
県内16市町で他の模範となるような優良な自治会区福祉活動を行っている団体としてH25年度から累計40団体を表彰した。

令和元年度は新たに２市１町の４団体を表彰した。
島根県社会福祉協議会により、県内の市町村社会福祉協議会を主体に地域生活課題の解決を目指す協議の場づくり等の推進
に向けた協議や情報交換等を行うセミナーが開催された。
また、市町村社会福祉協議会の個別会議に対し島根県社会福祉協議会職員が訪問の上、支援を行った。

地域生活課題が複雑化・多様化してきており、その解決方法が地域で十分検討されていない。

－

優良な自治会区福祉活動に対する表彰を受けた団
体数【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

45.0 50.0

住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、行政、
住民組織、ＮＰＯ等が協働する地域の支え合いの仕組
みをつくる。

1

1,687

3,279

昨年度の実績額

単位

団体
65.0

－達成率 －

40.0

上位の施策


